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平成21年度 国立大学法人名古屋大学 年度計画

大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅰ
１ 教育に関する目標を達成するための措置

名古屋大学は 「課題探究力と課題解決力に秀でた勇気ある知識人として、新時代の要請、
に応える人材の育成を目指す」ことを教育の中期目標としている。すなわち、１）将来の社
会を支える知的人材の育成、２）各々の学問領域のもつ広さと深さを専門性に基づいて教え
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するために定めた中期計画に沿って、平成21年度の研究に関する年度計画を策定した。
（１）研究の水準、成果、実施体制等に関する目標を達成するための措置
＜世界最高水準の学術研究の推進＞
・Ｋ30 研究者受入れ環境を整え、国際的に優秀な研究者の採用を増やす。

「グローバルCOEプログラム」拠点等に若手研究者を採用する。
Ｋ31 人文・社会・自然の各分野で基礎的・萌芽的研究の進展を図る。
Ｋ32 社会的要請の高い先進的・学際的な重点領域分野の研究を推進する。

「グローバルCOEプログラム」拠点等に重点的支援を行う。
・Ｋ33 研究の水準・成果を検証するための自己点検・評価を行うとともに第三者評価を積極

的に導入する。
第一期中期目標期間における自己点検・評価、第三者評価等の結果を踏まえて、各

部局の研究活動を点検する。
＜研究成果の社会への還元＞
Ｋ34 優れた研究成果を学術専門誌、国際会議、国内学会等に公表するとともに、メディア

を通して社会に積極的に発信する。
Ｋ35 全学のホームページ、公開講座、シンポジウム開催等を通じた企画・広報機能を強化

し、優れた研究成果をタイムリーに公表する。
ノーベル賞受賞者をはじめ優れた研究者を輩出する本学の研究土壌を、講演会・Web

等を介して広く社会に紹介する。
＜若手研究者の育成＞
Ｋ36 大学院学生を含む若手研究者の特定テーマに対する研究奨励のための資金と環境を提

供する。
Ｋ37 日本学術振興会の特別研究員制度への応募率を向上させる。

「グローバルCOEプログラム」拠点において、優秀な外国人大学院留学生を公募し、
経済的支援を実施する。

＜学術研究体制の整備＞
Ｋ38 名古屋大学を代表する世界最高水準の研究を推進する研究専念型組織である高等研究

院の充実と発展を図る。
Ｋ39 高いレベルの基盤的学術研究体制の上に、重点分野に対する中核的研究拠点の形成を

図る。
Ｋ40 学部・研究科・附置研究所・センター等の研究実施体制を継続的に見直し、必要に応

じて弾力的に組織の統合・再編、新組織の創設を進める。
「グローバルCOEプログラム」拠点等に重点的支援を行う。
研究組織の見直しを進める。

・Ｋ41 全国共同利用の附置研究所・センター等に関しては、他大学等との連携による共同研
究を推進し、全国に開かれた研究拠点としての役割をさらに発展させる。

太陽地球環境研究所は、大気環境変動解析装置を導入する。
地球水循環研究センターは、降水システム観測用新レーダの運用を継続する。
情報基盤センターは、新スーパーコンピュータシステムおよびアプリケーション

サーバシステムを導入し、運用を開始する。
・Ｋ42 全学的な大型研究設備の整備・充実を図る。

超高圧電子顕微鏡を設置する。
・Ｋ43 研究者の国際交流を促進するために、会議・宿泊施設等の環境改善を図る。

外国人研究者用居住施設の料金体系を見直す。
＜研究成果に対する評価システムの改善＞
Ｋ44 研究成果に対する客観的な評価を行うことができる全学的な評価体制を確立する。
Ｋ45 評価企画室等を活用して、研究活動の成果を収集・分析するシステムを整備する。

平成21年度は年度計画なし。
＜研究資源の重点投資＞
Ｋ46 中核的研究拠点グループに対し、重点的な研究の資源配分を行う。
Ｋ47 独創的・先端的研究を展開している若手研究者への資金援助を行う。

「グローバルCOEプログラム」拠点等に重点的支援を行う。
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＜外部研究資金の確保＞
Ｋ48 科学研究費補助金やその他の競争的研究資金への応募件数を増加させる。
Ｋ49 企業等との共同研究を促進し、企業等からの研究資金の増加を図る。
Ｋ50 外部研究資金確保のための情報提供・サービスの事務的支援体制を強化する。

国際産学連携拠点を活用したシーズ発表会等を開催する。
＜知的財産の創出及び活用＞
Ｋ51 産学連携を促進し、知的財産の創出を図るとともに、知的財産部を充実し、知的財産

の取得、管理及び活用を推進する。
Ｋ52 中部TLO等と連携して知的財産の企業への移転及び技術指導を促進し、知的財産の社会

還元を図る。
中部TLO等と連携して、知的財産の社会還元を図る。

３ その他の目標を達成するための措置
社会連携、国際交流、附属病院、附属学校及び学術情報基盤の中期目標を達成するために

定めた中期計画に沿って、平成21年度のそれぞれの項目の年度計画を策定した。
（１）社会との連携に関する目標を達成するための措置

名古屋大学は 「文化・政治・経済及び産業の諸分野で地域社会の抱える課題の発見と、
解決に貢献する」ことを社会連携の中期目標としている。

＜地域文化の振興＞
Ｋ53 附属図書館、博物館等の学内施設の公開を進め、地域サービスを充実する。
Ｋ54 地域文化の振興を図るための公開講座、講演会を増やす。
Ｋ55 地方自治体と連携した文化事業を充実する。

附属図書館は、資料展示会、講演会を開催する。地域の大学図書館・公共図書館と
の連携・協力をさらに拡大する。また「図書館友の会」を支援して 「トークサロン・、
ふみよむゆふべ」を開催する。
博物館は、ノーベル賞に関連した常設展示を開始する。特別展、企画展、特別講演

会やコンサートを継続する。
＜産学官パートナーシップの推進＞
・Ｋ56 地域社会との連携により、地域の防災、都市計画、保健衛生、福祉・安全の向上に寄

与する。
「中京圏地震防災ホームドクター計画」等の地域貢献特別支援事業に関連したプロ

ジェクトを推進する。
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、 、スーパーサイエンスハイスクール事業 スーパーサイエンスパートナーシップ事業
「あいち・知と技の探究教育推進事業」等を支援する。
博物館は、名古屋市科学館等の地域博物館との連携による「地球教室」をはじめ、

次世代教育を継続し、名古屋大学市民連携講座「おもしろ博物学」を実施する。
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（３）附属病院に関する目標を達成するための措置
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＜地域疾病管理＞
・Ｋ95 行政と連携し、地域医療計画の作成・推進に積極的に参画する。

有識者会議の提言に基づいて、人材交流委員会を中心とし、医師不足地域への医師
派遣を効率的に推進する。

・Ｋ96 総合的機能回復医療を含む高齢者医療等の地域医療ネットワークを構築し、高齢者医
療、在宅看護等を中心とする地域の疾病管理システムを確立する。
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＜自主財源の確保＞
Ｋ133 社会との連携を密にして寄附金の増加を図る。
Ｋ134 寄附者に対する受入手続きの簡素化に配慮した寄附受入システムを整備する。

創立70周年を節目として 「名古屋大学基金」に広く寄付を募る。、
・Ｋ135 大学の保有する施設・知的財産等を活用して自主財源の増加を図る。

大学の保有する施設等を活用して収入を確保する。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置
＜効果的なコスト管理と資金運用＞
・Ｋ136 安全かつ収益性に配慮した資金運用を実現する仕組みを構築する。

平成21年度は年度計画なし。
・Ｋ137 適正な評価指標に基づき効率的資金配分を実現する。

引き続き傾斜配分による効率的な資源配分を実施する。
・Ｋ138 教育研究に必要な経費の充実に努めるとともに、エネルギー等の経費の効率化、省力

化を進め、管理的経費の抑制を図る。
附属図書館および医学部動物実験施設のESCOサービスを開始する。
「ドキュメントに関する包括的サービス」に基づき、複写機等、入出力機器の最適

配置を進めることなどにより関連経費を削減する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
＜全学的視点での施設マネジメント＞
・Ｋ139 既存の委員会、専門部会及び事務組織を見直し、全学的・専門的な組織に再編・整備

し、効率的な施設管理を行う。
平成21年度は年度計画なし。

・Ｋ140 基本方針を策定するため、土地及び施設の運用評価システムを確立し、利用状況に関
するデータベースの充実を図る。

平成21年度は年度計画なし。
・Ｋ141 すべてのキャンパスの土地・施設を有効活用する計画を策定し、推進する。

「キャンパスマスタープラン2009」を策定する。
＜施設の整備及び維持管理の財源確保＞
Ｋ142 施設の整備と維持管理のための多様な財源を確保し、必要な予算配分を行う。
Ｋ143 新しい財源確保の手法を導入し、施設整備を推進する。

施設整備費補助金、間接経費、寄附金等多様な財源による施設整備を推進する。
・Ｋ144 維持管理を一元的・効率的に推進する。

全学施設の維持管理業務の一元化・効率化を順次進める。

自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置Ⅳ
名古屋大学は 「大学運営の透明性を確保し、的確な自己点検・自己評価に基づく情報公、

開を積極的に行い、社会に対するアカウンタビリティを強化する」ことを自己点検・評価と
情報提供の中期目標としている。中期目標を達成するために中期計画に沿って、平成21年度
の自己点検・評価と情報提供に関する年度計画を策定した。

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置
＜客観的な評価体制の確立＞
Ｋ145 目標・計画の立案とその成果に関する評価を行う全学体制の強化を図る。
Ｋ146 多面的な評価に対応するために、評価企画室を中核とした、全学マネジメント情報シ

ステムの整備・充実を図る。
Ｋ147 上記の全学体制及びシステムに基づいて、全学自己点検・評価の一層の充実を図る。

「中期目標・中期計画・評価に関するアンケート」等の結果を計画・評価業務の改
善に活用する。
次期中期目標（原案 ・中期計画を作成する。）

・Ｋ148 第三者評価機関による評価を大学運営の改善に活用する。
第一期中期目標期間における第三者評価結果を活用する。
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課外活動施設等の整備を推進する。
南部食堂を改築する。
附属図書館内の「ラーニング・コモンズ」を完成させる。

・Ｋ168 男女共同参画を促進するための環境整備を進める。
学内保育所「こすもす保育園」を増築する。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置
＜安全なキャンパスの整備・維持＞
・Ｋ169 耐震診断に基づく耐震補強を推進する。

工学部５号館、８号館、環境医学研究所本館等を耐震化する。
・Ｋ170 防犯・警備体制及びセキュリティシステムの強化を図る。

防犯・警備体制を強化する。
・Ｋ171 毒劇物、化学物質、核燃料物質、放射性物質等の管理体制を強化する。

毒劇物、化学物質等の安全管理を強化する。
・Ｋ172 災害対策室の充実等、災害及び事故に対する防災体制・危機管理体制を整備する。
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（別紙）予算、収支計画及び資金計画

平成21年度　予算
（単位：百万円）

区　　　分 金　　　額

収入 88,858 

運営費交付金 35,968 
施設整備費補助金 5,766 
船舶建造費補助金 0 
施設整備資金貸付金償還時補助金 0 



平成21年度収支計画
（単位　百万円）

区　　分 金　　額

費用の部 82,108 
経常費用 82,108 
業務費 69,248 
教育研究経費 11,665 
診療経費 8,004 
受託研究経費等 8,766 
役員人件費 170 
教員人件費 23,889 
職員人件費 16,754 
一般管理費 2,472 



平成21年度　資金計画

（単位　百万円）

区　　　　分 金　　額

資金支出 104,540 
業務活動による支出 70,599 
投資活動による支出 11,584 
財務活動による支出 6,625 
翌年度への繰越金 15,732 

資金収入 104,540 
業務活動による収入 78,676 
運営費交付金による収入 35,897 
授業料、入学金及び検定料による収入 9,255 
附属病院収入 20,163 
受託研究等収入 8,766 
補助金等収入 1,779 
寄附金収入 2,554 
その他の収入 262 
投資活動による収入 5,960 
施設費による収入 5,855 
その他の収入 105 
財務活動による収入 899 
前年度よりの繰越金 19,005 

３．資金計画
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別表（学部の学科、研究科の専攻等）

文学部 人文学科 ５２０人

教育学部 人間発達科学科 ２８０人

法学部 法律・政治学科 ６２０人

経済学部 経済学科
８４０人

経営学科

情報文化学部 自然情報学科
３２０人

社会ｼｽﾃﾑ情報学科

理学部 数理学科 ２２０人

物理学科 ３６０人

化学科 ２００人

生命理学科 ２００人

地球惑星科学科 １００人

医学部 医学科 ５９８人

（ ）うち医師養成に係る分野 ５９８人

保健学科 ８５８人

工学部 化学・生物工学科 ６００人

物理工学科 ７６０人

電気電子・情報工学科 ６８０人

機械・航空工学科 ６４０人

社会環境工学科 ２８０人

農学部 生物環境科学科 １４０人

資源生物科学科 ２２０人

応用生命科学科 ３２０人
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医学系研究科 細胞情報医学専攻 １６０人

（ うち博士一貫課程 １６０人）

機能構築医学専攻 １８６人

（ うち博士一貫課程 １８６人）

健康社会医学専攻 １４４人

（ うち博士一貫課程 １４４人）

看護学専攻 ５４人
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国際開発研究科 国際協力専攻 ７７人

うち博士前期課程 ４４人

博士後期課程 ３３人

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 ７０人

うち博士前期課程 ４０人

博士後期課程 ３０人

多元数理科学研究科 多元数理科学専攻 １８４人

うち博士前期課程 ９４人

博士後期課程 ９０人

国際言語文化研究科 日本言語文化専攻 ７０人

うち博士前期課程 ４０人

博士後期課程 ３０人

国際多元文化専攻 ９８人

うち博士前期課程 ５６人

博士後期課程 ４２人

環境学研究科 地球環境科学専攻 １８３人

うち博士前期課程 １０８人

博士後期課程 ７５人

都市環境学専攻 １５７人

うち博士前期課程 ９４人

博士後期課程 ６３人

社会環境学専攻 １２６人

うち博士前期課程 ７２人

博士後期課程 ５４人

情報科学研究科 計算機数理科学専攻 ６３人

うち博士前期課程 ４０人

博士後期課程 ２３人
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